
厚生労働科学研究費補助金（認知症政策研究事業）

総括研究報告書 

認知症の予防と認知症者のリハビリテーションのガイドライン作成

研究代表者 島田 裕之

国立長寿医療研究センター老年学・社会科学研究センター センター長

研究要旨 

本研究の目的は、レビューによる認知症予防や認知症者のリハビリテ

ーションに効果的な介入方法を検討し、大規模に実施可能な介入プロ

グラムを開発し、ランダム化比較試験（randomized controlled trial: 

RCT）にて認知機能に対する効果を検証することとする。  

今年度においては、介入プログラムの開発として、候補であるウォ

ーキングをより効果的に一人でも実施できるようにするために、ツー

ルを用いた方法の中で Nordic Walking（NW）に着目し、NW の方法

および効果についてレビューした。NW の 長 所 を 運動 プ ロ グ ラ ムに

取 り 入れ る こ と で 効 果 的 な 運 動 習 慣 化 が 期 待 でき る が 、認 知機

能 低 下 抑 制 に 対 す る 効 果 を 検 証 す る 必 要 が あ る と 考 え ら れ る 。

また、システマティックレビューにより、身体、知的活動の 2 種類の

介入において、介入頻度や介入時間、および対象者の参加率が認知機

能の維持・向上における介入効果に及ぼす影響について検討した。各

活 動 にお け る サ ブ グ ル ー プ 解 析 に よ っ て 、介入効果の違いが明ら

かとなり、認知症予防を目的とした介入事業を実施する際に考慮すべ

き点が示唆された。さらに、1 年 以 上 の 長 期 の 運動 介 入 が 、認 知症

発 症 およ び MCI 発 症 抑 制 に 寄 与 す る か に つ いて は 、 い ず れも

対 照 群 に 比 べ て 運 動 群 が 明 ら か に 発 症 率 を 抑 制 で き た と す る

差 異 は認 め ら れ な か っ た 。真 の認 知 症 の 発 症 予防 を 明 確 に する

に は 、よ り多 く の 対 象 者 を長 期 に わ た っ て 観 察す る 必 要 が あ る。

認知的フレイルにおいては、各コホートによって操作的な定義が一貫

されておらず、有病率にはばらつきが大きく、一定の統制された操作

的な定義の確立が必要であると考えられた。
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Ａ．研究目的 
1）認知症予防プログラムの効果検証（島田） 

認知症予防を目指した取り組みとして、

昨年度の成果をもとに非薬物療法のなかで

もウォーキングによる運動の実施が大規模

集団を対象可能とするポピュレーションア

プローチの確立につながると考えられた。

大規模集団に適用可能な認知症予防プログ

ラムを開発するためには一人での運動実施

が求められ、ウォーキング形式の中でも、両

手に 1 本ずつ計 2 本のポールを持って歩く

歩行様式であるノルディックウォーキング

（Nordic Walking; NW）による歩行介入の

効果が検証されてきた。そこで、今年度は、

NW の先行研究をもとに、NW の方法およ

び効果について要約し、認知機能に及ぼす

影響について検討した。さらに、これまでに

得られた知見を統合し、次年度に実施する

効果検証研究で行うプログラムの開発を実

施した。 

 
2）認知症予防に関するシステマティックレ

ビューと効果検証（土井） 
本研究の目的は、システマティックレビ

ューによって、認知症予防に資する効果的

な介入方法を検討することとした。高齢者

を対象に認知機能維持・向上のために検証

されてきた非薬物療法のなかでも、日々の

生活における活動に着目し、身体、知的、社

会活動を介入内容に取り入れた研究を精査

し、どのようなプログラム構成であれば効

果が担保されるかについて検証した。今年

度は、身体活動および知的活動を用いた介

入に焦点を当て、介入プログラムの開発に

直結する頻度、時間におけるサブグループ

での解析を実施した。 
 
3）認知症リハビリテーションに関するレビ

ュー（牧迫） 
 本研究では、認知症もしくは MCI の
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発症をアウトカム指標に設定し、1 年

以上の長期にわたる運動介入が与え

る効果についてのランダム化比較試

験（ randomized controlled trial: RCT）

を探索的に調べ、運動介入による認知

症もしくは MCI の発症の予防に対す

る効果の可能性を検証した。また、高

齢者における身体的なフレイルに認

知機能の低下や障害を併存した状態

である認知的フレイルにおいて、これ

までに報告されているコホート研究

における認知的フレイルの操作定義

をまとめ、認知的フレイルの有病率に

関するメタアナリシスを行い、推定の

有病率を算出することを目的とした。 
 

 
Ｂ．研究方法 
1）認知症予防プログラムの効果検証（島田） 

NW について、歩行様式、使用する器具

について基礎情報を含め先行研究等に基づ

いて要約した。ただし、本邦においては、2
本のポールを持って歩く歩行様式を「ノル

ディックウォーキング」だけでなく、「ポー

ルウォーキング（Pole Walking; PW）」、「ス

トックウォーキング」とも呼称されている

ため、それらを含め確認した。また、NW に

よる種々の効果についても同様に、先行研

究およびシステマティックレビューについ

て探索的に検証した。 
 
 

2）認知症予防に関するシステマティックレ

ビューと効果検証（土井） 
各活動におけるシステマティックレビュ

ーでは、ランダム化比較試験 （randomized 

controlled trials: RCT）のデザインを用い

た研究を選択した。対象言語は英語または

日本語とした。研究対象者については、身体

活動および知的活動においては、最低年齢

が 60 歳以上で、認知機能に問題がないか、

いずれかの基準で軽度認知障害と判定され、

地域在住者を対象とする研究を選択した。 
身体活動における介入は、運動プログラ

ムを実施した介入研究を選択し、知的活動

における介入は、認知的活動を要するプロ

グラムを実施した介入研究を選択した。主

要アウトカムは、神経心理検査および複合

的な検査バッテリーによって評価した認知

機能とした。今年度の分析においては、認知

機能は、注意力、実行機能、全般的機能、記

憶（遅延）、処理速度を用いたものを対象と

した。本研究においては、身体活動および知

的活動ともに、以下の分類をもとにした分

析を実施した。介入頻度（週 3 日以上 or 週
3 日未満）、総介入時間①（4320 分以上 or 
4320 分未満）、総介入時間②（2880 分以上

or 2880 分未満）、対象者の参加率（80％以

上 or 80％未満）とした。 
 
 

3）認知症リハビリテーションに関するレビ

ュー（牧迫） 
1 年以上の長期の運動介入によって

認知症の発症抑制に寄与するか否か

を検証するために、RCT により運動介

入の効果について認知症発症および

MCI 発症をアウトカム指標として設

定している先行研究を探索的に調べ

た。また、認知的フレイルの有病率を

報告している国際的で代表的なコホ

ート研究の結果から、メタアナリシス
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を行った。また、各コホート結果の異

質性についても確認した。

（倫理的配慮）

本研究は、ヘルシンキ宣言に沿って計

画され、国立長寿医療研究センター倫

理・利益相反委員会の承認を得て実施

した。対象者には、本研究の主旨およ

び目的を口頭と書面にて説明し、同意

を得た。

Ｃ．研究結果

1）認知症予防プログラムの効果検証（島田） 
NW は、踏み込んだ足とは対側の手に持

ったポールを身体後方に向けて斜めに突く

方法で行う歩行であり、動作の基本は通常

歩行と同様であるが、歩行中の前脚の踵付

近か更に後ろの地面にポールを突き、その

まま後方に押し出して推進力とするため、

通常歩行よりも歩幅と歩行速度が増加しや

すい。NW の効果は健康成人だけでなく、

肥満、腰痛、関節疾患、Parkinson 病、糖尿

病、などの領域においても検証され、システ

マティックレビューでは様々な疾患を有す

る患者の安静時心拍数、血圧、運動能力、最

大酸素摂取量、生活の質に有益な効果を及

ぼすため、一次および二次予防に推奨され

ると結論付けられている。

高齢者における NW の効果についてのシ

ステマティックレビューにおいては、NW
は高齢者において安全で実行可能性の高い

有酸素運動として、心血管機能、筋力、姿勢

バランス、生活の質を高める有効な介入方

法であると結論付け、「週 2 回以上、中等度

から高強度（RPE 13-16）での NW 実施」

を推奨している。一方で、認知機能に及ぼす

効果についての報告は 1件のみであり、NW
によってイリシンおよびBDNF濃度が増加

するとともに認知機能が改善したことを示

していた。

2）認知症予防に関するシステマティックレ

ビューと効果検証（土井）

解析の対象となる論文数は、身体、知的、

社会活動それぞれで48件（総対象者は4501
名）、114 件（19825 名）、17 件（2437 名）

であった。

身体活動における全体での分析の結果に

おいては、実行機能、全般的認知機能、言語、

処理速度に対して有意な介入効果を認めた。

介入頻度に基づくサブグループ解析では、

週 3 回以上の研究での分析結果においては、

実行機能、全般的認知機能に対して有意な

介入効果を認めた。週 3 回未満の研究での

分析結果においては、実行機能に対して有

意な介入効果を認めた。総介入時間に基づ

くサブグループ解析では、4320 分以上の研

究での分析結果においては、実行機能、全般

的認知機能に対して有意な介入効果を認め

た。4320 分未満の研究での分析結果におい

ては、実行機能、全般的認知機能、処理速度

に対して有意な介入効果を認めた。また、

2880 分以上の研究での分析結果において

は、実行機能、全般的認知機能に対して有意

な介入効果を認めた。2880 分未満の研究で

の分析結果においては、実行機能、処理速度

に対して有意な介入効果を認めた。対象者

の参加率に基づくサブグループ解析では、

80％以上の参加率の研究での分析結果にお

いては、注意力、実行機能に対して有意な介

入効果を認めた。80％未満の参加率の研究
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での分析結果においては、実行機能、全般的

認知機能に対して有意な介入効果を認めた。 
知的活動における全体での分析の結果に

おいては、すべての認知機能の項目に対し

て有意な介入効果を認めた。介入頻度に基

づくサブグループ解析では、週 3 回以上の

研究での分析結果においては、実行機能、全

般的認知機能、処理速度に対して有意な介

入効果を認めた。週 3 回未満の研究での分

析結果においては、すべての認知機能の項

目に対して有意な介入効果を認めた。総介

入時間に基づくサブグループ解析では、

4320 分以上の研究での分析結果において

は、実行機能、全般的認知機能に対して有意

な介入効果を認めた。4320 分未満の研究で

の分析結果においては、すべての認知機能

の項目に対して有意な介入効果を認めた。

また、2880 分以上の研究での分析結果にお

いては、実行機能、全般的認知機能に対して

有意な介入効果を認めた。2880 分未満の研

究での分析結果においては、すべての認知

機能の項目に対して有意な介入効果を認め

た。対象者の参加率に基づくサブグループ

解析では、80％以上の参加率の研究での分

析結果においては、全般的認知機能に対し

て有意な介入効果を認めた。80％未満の参

加率の研究での分析結果においては、認知

機能によらず有意な介入効果が認められた。 
 
3）認知症リハビリテーションに関するレビ

ュー（牧迫） 
認知症発症についてのアウトカムデータ

が含まれていた報告は 3 件であり、認知症

の発生率は、運動群（n = 949）で 3.7％、

対照群（n = 1017）では 6.1％であった。ま

た、MCI 発症をアウトカムデータに設定し

た報告は 1 件のみであり、MCI の発生率は

運動群（n = 686）では 10.2％、対照群（n 
= 682）では 9.1％であった。 
 また、日本、台湾、シンガポール、イギリ

ス、イタリア、フランスで実施されている 6
つのコホートから認知的フレイルの有病率

の報告がなされているが、各コホートにお

ける認知的フレイルの定義は、必ずしも統

一された評価指標ではなく、認知的フレイ

ルの有病率は 0.95%～22.0%とばらつきの

ある結果が示されている。6 つのコホート

から報告されている認知的フレイルの有病

率における異質性を確認したところ、強い

異質性が認められた。 
 
 
Ｄ．考察 
1）認知症予防プログラムの効果検証（島田） 

NW は、高齢者において安全で実行可能

性の高い有酸素運動であり、身体機能や、生

活の質を高める有効な介入方法であること

がわかっている一方で、高齢者を対象とし

た NW による介入研究においては、身体機

能や一部、心理面への効果を検証するにと

どまる研究がほとんどであるため、NW に

よる認知機能への効果を検証することは、

運動による認知症予防のエビデンスの構築

に貢献すると考えられる。 
また、運動と同時に認知的課題をこなす

デュアルタスク・トレーニングおよびそれ

らを含む複合的運動プログラムによる先行

研究より、認知機能の向上効果が期待され

ることが報告されている。そのため、有酸素

運動、その中でも高齢者が一人でも安全に

実施できると考えられるウォーキングに、

NW やデュアルタスク・トレーニングの要
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素を取り入れることで、多くの人に対して

効果的な運動習慣化を図ることが期待でき

る。そのため、これらの要素をプログラムに

取り込み効果検証を実施することで、地域

高齢者に対するポピュレーション・アプロ

ーチの一つとして提示することが可能にな

ると考えられる。 
 

2）認知症予防に関するシステマティックレ

ビューと効果検証（土井） 
本研究におけるサブグループによるメタ

アナリシスの結果より、各活動にもとづい

た介入を実施する際に検討すべき点が明ら

かとなった。 
身体活動による介入においては、週 3 回

以上の頻度で実施した方が、週 3 日未満で

の実施よりも多様な認知機能において有意

な改善効果が認められた。総介入時間にお

いては、いずれのサブグループの場合にお

いても、時間が多いグループの方がより多

様な認知機能において有意な改善効果が認

められた。一方で、時間が多いサブグループ

で実施した場合、有意な改善効果を認めた

のは実行機能と全般的認知機能のみであっ

たが、効果量はそれぞれ時間が少ないサブ

グループよりも大きかった。参加率につい

ては、実行機能については頻度によらず有

意な効果が認められたが、80％以上では注

意機能が、80%未満では全般的認知機能が

実行機能に加えて有意な効果が認められた。

注意機能の向上を目的とする場合には、参

加率を高めるような工夫が積極的に求めら

れると考えられる。 
知的活動による介入においては、週 3 日

未満の頻度で実施された研究においては検

討したすべての認知機能で有意な改善効果

を認めた。週 3 回以上の頻度で実施された

研究においては、注意機能、遅延記憶に関し

て効果が認められなかった。知的活動によ

る介入においては、週 3 回未満の頻度での

実施であっても介入効果が認められる可能

性があると考えられる。総介入時間におい

ても同様の傾向であり、今回採用したカッ

トポイント（4320 分および 2880 分）以上

の介入時間でなくても介入効果が認められ

る可能性がある。一方で、時間が多いサブグ

ループで介入を実施した場合には有意な改

善効果を認めたのは実行機能と全般的認知

機能のみであったが、効果量はそれぞれ時

間が少ないサブグループよりも大きかった

ため、介入時間の担保によってより大きな

効果が得られる可能性がある。参加率につ

いては、80%未満でも認知機能に対し有意

な改善効果を認められたが、80％未満に該

当する研究が多く、効果量と合わせて解釈

を行う必要がある。 
 
3）認知症リハビリテーションに関するレビ

ュー（牧迫） 
RCT デザインで 1 年以上の長期に

わたる運動介入による認知症発症を

アウトカムにした報告を検証した結

果、認知症発症をアウトカムにした

RCT の 3 件、MCI 発症をアウトカム

にした RCT の 1 件が抽出されたが、

いずれも対照群に比べて運動群が明

らかに発症率を抑制できたとする差

異は認められなかった。これらの報告

では、対照群にも運動以外の介入が行

われていた。対照群に対する介入は運

動トレーニングに比べると認知機能

を改善する効果が小さいと推察され
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るが、対照群においても認知機能の賦

活につながる刺激が皆無であったと

はいえない。例えば、対照群では健康

教育や社会的な関わりが推進されて

おり、これらの社会的な相互作用は脳

の健康に寄与することも報告されて

いる。そのため、介入を全く行わなか

った場合と比較すると運動介入の効

果は期待できるかもしれない。  
認知的フレイルについては、メタア

ナリシスの結果より 4.8%の統合され

た推定有病率が示された。しかしなが

ら、認知的フレイルの有病率の報告は

0.95%～22.0%とばらつきが大きく、さまざ

まな操作的な定義が使用されている。高齢

期における生活機能障害や要介護といった

有害事象の予防を推進していくためには、

そのリスクを有する者への注意喚起は重要

であるが、その割合が非常に少なすぎると、

スクリーニングに多大な労力が必要となり

すぎてしまい、効率的な予防活動には結び

つきにくい。そこで、認知的フレイルに関し

ては、改訂した操作的定義の必要性やその

改訂された定義による認知症の発症要因と

なり得ることが報告されており、新たな定

義としての一般的な活用方法や有病率の算

出などが今後も必要であろう。 
 
 
Ｅ．結論 

高齢者における運動として NW の要素を

もとにウォーキングを実施できるプログラ

ムが有用である可能性があり、認知機能に

与える影響を検証する必要性が示唆された。

また、システマティックレビューのサ

ブグループ解析により、望ましい頻度や

介入時間などが明らかになり、それらを検

証するプログラムに反映する必要性が示唆

された。さらに、真の認知症の発症予防

を明確にするには、より多くの対象者

を長期にわたって観察する必要があ

るため、今後における検討課題の一つ

である。  
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